
（5） 東松島市ふるさと納税・企業版ふるさと納税の取組み

※平成30年度も引き続き、企業の皆さんの温かい支援を心からお待ちしています。

■東松島企業版ふるさと納税に関する問
　総務部地方創生推進室　☎内線1225・1266

市報ひがしまつしま 2018 年（平成 30 年）7 月 1 日号

　

　地方創生の取組を加速化させる観点から、地方公共団体による地方創生
のプロジェクトに対し、企業の皆さんが寄附を行った場合に、税額控除がなさ
れる制度「地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）」が創設されました。
【税額控除の内容】
　国が認定した地方創生のプロジェクトに対して寄附を行った場合、寄附額
の３割に相当する額の税額控除の特例措置がなされます。
　現行の地方公共団体に対する法人の寄附に係る損金算入措置による軽
減効果（約３割）と合わせて、寄附額の約６割に相当する額が軽減されます。

【事業内容】
　これまで東松島市は、復興まちづくりに関する視察研修を積極的に受け
入れてきました。今後も、海外からの視察研修のニーズの増加や、国内企
業からのボランティアを兼ねた視察研修が見込まれており、多様な目的に
応じた視察メニューの提供に加え、外国語通訳の確保・育成や外国語表
記の案内板の設置などの環境整備が急務となっています。
　本プロジェクトでは、国内外から視察研修等の円滑な受入のため、ソフ
ト（研修目的に応じた視察ルートの確立や外国語通訳の配置等）・ハード
（駐車場、外国語表記の案内板の整備等）両面からの環境整備を行うこ
ととしています。
　平成29年度は、視察ルートの確立や震災復興伝承館周辺地域の環境
整備（外国語併記の案内看板等設置）を実施しました。平成30年度にお
いても、視察ルートの提供や地域人材の育成に取り組みます。

【事業内容】
　東松島市の子育て支援センターについては、備品の不足や老朽化などの
問題が生じており、また震災の影響により子供たちが遊ぶ拠点が失われたこ
ともあることから、安全・安心な遊び場を確保し、親子・子育て世代同士が利
用しやすいコミュニケーションを取れる空間の整備が課題となっています。
　本プロジェクトでは、子育て世代が安心して子どもを育て、子どもが成長
していける環境づくりのため、親子・子育て世代同士が利用しやすく、親子
がコミュニケーションを取れる空間を形成し、本市で子育てがしたい世帯の
転入を促進させる環境整備を行います。
　平成29年度は、遊具等の補充とホームページを作成し、子育て情報の
発信強化を行いました。平成30年度では、子育て支援に係る研修を行い
ます。

ワークショップ参加者の声
●観光分野に関連した色 な々仕事に携わっている方々の多くの考え方を聞き、

自分の考えを発することができた。ぜひ、実現につなげたい。
●観光資源がたくさんあることと、それが今は点でしかないことが浮き彫りになった。

▼
東松島市の地域の魅力を再発見

するため、市民の皆さんと幅広く観
光に関する意見交換が行われ、会場
は観光を盛り上げていこうという皆さ
んの熱気であふれていました。

▲整備された東屋は、子育てに関する情報交換の場になっています。

子育て支援センター利用者からの声
●外遊びできる支援センターは近

隣になく、子供が走り回って楽し
めるのが良いところ。

企業版ふるさと納税制度を活用した平成29年度事業に対し、企業の皆さんより寄附をいただきました
※平成30年度も引き続き、企業の皆さんの寄附を募集しています。企業版ふるさと納税を活用した事業についての事業内容と寄附をいただいた企業について紹介します。

（注：公表について了承いただいた企業のみ掲載しています。）

【寄附の条件など】
・ 寄附額の下限額は、10万円となります。
・本社（税法上の主たる事業所又は事務所）が東松島市にない法人が     
　対象となります。

企業版ふるさと納税とは

１“絆交流”から育む観光地域づくりプロジェクト 企業版ふるさと納税を活用した事業に
支援をいただいた企業のご紹介

２ 子ども・子育て応援プロジェクト

１．“絆交流”から育む観光地域づくりプロジェクト
・三井住友海上火災保険株式会社：国内損害保険事
業を中心に、生命保険事業、海外での生損保事業、金
融サービス事業、リスク関連事業など、幅広く展開をし

ています。東北本部ではこれまで「結
ゆい

の場
ば

」を通じた被災地域・企業への支
援のほか、環境保護の取組み「Green Powerサポーター」を通じて、東日本
大震災の復興事業への支援を行っています。

・株式会社国際開発コンサルタンツ：都市計画部門・
設計部門・事業部門を柱として、上流から下流（都市
計画・交通計画の調査・計画～具体の設計・事業）まで

「繋
つな

がるまちづくり」を手がけています。地域に根ざした都市計画・まちづくり
コンサルタントとして、東日本大震災の発災直後から、被災地の復旧、復興ま
ちづくりに取り組んでいます。

・株式会社東北共立　：イベント・コンサート等の照明・
音響・映像・企画、展示スペース・公共施設の設備施
行を行っています。人と地球にやさしいリーディングカ

ンパニーを目指し、様々な社会貢献活動を展開しており、東松島市を含めた
東日本大震災の被災地への継続的な復興支援にも取り組んでいます。

・武田薬品工業株式会社：医薬品等の研究・開発・販
売・輸出入などを行っており、優れた医薬品の創出を
通じて、人々の健康と医療の未来に貢献することをミッ

ションとしています。また、東日本大震災の被災地に対する継続的な復興支
援活動として、収益の一部を拠出するプロジェクトや従業員ボランティアの派
遣などに取り組んでいます。（平成28年度に引き続き御支援をいただいてい
ます。）
２．子ども・子育て応援プロジェクト

・ボッシュ株式会社　：ディーゼル及びガソリン用燃料
噴射装置、自動車用制動装置などの開発、製造、販売
および自動車機器アフターマーケット製品、電動工具

などの輸入販売を行っています。また、これまで本市に対し、コンテナ・公用車な
どの提供や、ボランティア活動など、物的・人的両面からの継続的な復興支援
をいただいています。（平成28年度に引き続き御支援をいただいています。）

（寄附の申込みをいただいた順に掲載しています。）
※支援をいただいた企業の情報については、東松島市ホームページで　　
　詳しく紹介しています。
　ホームページURL ： http://www.city.higashimatsushima.miyagi.jp/
　　　　　　　　　  index.cfm/18,708,61,html

〔税制措置のイメージ〕

※企業が地方公共団体に寄附する場合は、その全額が損金算入されるため、寄附額の約3割（法人実効税率）
　相当の税の軽減効果がある
（出典）内閣府「地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）活用の手引き」

寄附額
損金算入による軽減効果

（約3割）※
国税+地方税

（2割）税額控除
法人住民税+法人税

（1割）
法人事業税 企業負担（約4割）

魅力あるまちづくりに向けて ～企業版ふるさと納税の取り組み～


